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日本 の 経 済 状 況 と中 国 の 労 働 資 源 の 諸 問 題
一日本 にお け る生 活体 験 を通 して ー






























































こ に い う労 働 力 とは， 一 定 水 準 以 上 の 技 術 力 ， 知 識 力 を 伴 っ た労 働 の 力 とい
う意 味で 使 用 し て い る。 地 下 資 源 は い く らか あ っ て も， 開 発 さ れ て い な け れ
ば 無 い に 等 し い。 労 働 力資 源 も同 じで あ る。 開 発 さ れ て い な け れ ば 国 の 重荷
に なっ て し まっ て い る。 い ま， 中 国 に とっ て， 最 大 の テ ー マ は労 働 資 源 を 如






























































ト しか占 め な か っ た。 金 額 で 見 れば， その 額 は や は り， わ ず か ， 九， 七 億 元
（人民 市 ） で ， 占 め ら れ る比 重 ぱ もっ と小 い 。 こ の よ う な規 模 ぱ その ほ か の
労 務輸 出 の国 と比 べ る と， 遥 に差 が あ り， わが 国 の よ う な人 口大 国 の イ メ ー
ジ に も合 わ な い。
この よ う な問 題 のあ る中 で ， 国 際 労 働 市 場 の 需 用 量 が増 大 の 一 途 を た ど る
に つ れて， わが 国 の 労 働 輸 出 の拡 大 に も， その機 会 が与 え ら れ る よ う に な っ
た。 ア ジ アの範 囲で 言 えば √ 韓 国 ， 台湾 の よ う な中 進 国 と地 区 は近 年 ， 自 分
の経 済 が 大 き な発 展 を見 た の で ，労 働 力不 足 の 問題 も出 て き て い る。そこ で ，
労 働 力 を提 供 で き る数 量 は急 激 に減 っ て し まっ た。 その結 果 ， 相 対 的 に見 れ
ば ， わが 国 に とっ て は,
上
競 争 相 手 が 減 る こ とに なっ た ので あ る。 とい う こ と
か ら， わ れ わ れ ぱ更 に大 胆 に 労 働 力 を 解放 し， 労務 輸 出 に お け る構 造 と形 態
とを さ ら に多 様 化 す れ ば， 余 剰 労 働 力 の利 用 と労務 輸 出 の拡 大 の 面 にで ， 倍
か ら数十 倍 の増 加 を 見 込 め る もの と考 え ら れ る。 その た め， 次 の対 策 を 考 え
て 見 よ う。1.
労務 輸 出 の 構 造 を 変 え, さ まざ まな/l/ー トで ， 労 務 輸 出 を拡 大 す る。 一
般 に は， 労 務 輸 出 に は， 三 種 考 え ら れ る。巾 海 外 プ ラン ト の 請 負, （2）単純 労
働 力 の輸 出, （3)海 外 で の金 融 や保 険 ， つ いで ， 運 輸 ， 通 信 ， コ ン ピ ュ ー タ ー
デ ー タの 処 理 ， さ ら に旅 行 ， 映 画， テレ ビ 番 組 制 作 ， 医 療 ， 教 育 な どの サ ー
ビ ス面 で 用 務 で あ る。 目 下 ， わ が 国 の労 務輸 出 の人 員 構 成 の 中 で ， 大 部分 を
占 めて い るの は 第 一 類 型 の もので あ る。 わが国 の持 つ 労 働 力 を学 歴 と熟練 度
の面 か ら分 析 し て 見 れ ば， 相 当 数 の 余剰 労 働 力 ぱ， 教 育 レ ベ ル が 低 く， 専 門
技 術 を持 つ 人 員 も全 体 の 比 例 か ら す れば, 高 く は ない とさ れ る。こ れだ けで ，
労 務 輸 出 の提 供 可 能 な規 模 は 大 幅 に制 限 さ れ て し ま う。 もし， 労 務輸 出 た め
に教 育面 に力 を 入 れ て， 積 極 的 な施 策 を取 り入 れ， 国 際 労 務 市 場 の 需 要 に応
じ て，適 当 に 労 務 人 員 の業 務 素質 を 高 め ら れ れば， 第二 類 型 の よ う な労 務 輸
出 の提供 がで き， 数 多 くの 余 剰 労 働 力資 源 を生 か す こ とが で き る。 例 えば，
調 理， 縫 制， 加工 業 な ど に大 き な期 待 が持 て るで あ ろ う。 も ちろ ん ， こ の事
につ いて， 関 係 部 門 は 国 際 労 務 市 場 の相 場 変化 を正 確 に一 早 く把 握 し な け れ
ば な らな い。 適 時 ， 関 係 あ る情 報 を フ ィ ード バ ッ ク し， 国 際 労 務 市場 の短 中
期 の 需要 に応 じ ら れ る よ う に す る。 また， 専 門 的 な教 育 養 成 に力 を 入 れ， 短
期 間 に， 国 際 市 場 に 願 っ た り， 叶 っ た りの 労 務輸 出 人 員 が提 供 で き る よ う に



































措 置 と義 務 を 実行 す る約 束 の上 で 国 が 本 人 の 持 つ 技 能 に応 じ て， 出国 後 の仕
事 な どの手 配 を し て や るの も一 つ の 案 で あ る。 その 案 を う ま く活 用 し， 労務
輸 出 のル ー ト を広 げ るに は， 全 て ， 国 が 一 手 に 引 き受 け て独 占 す るこ とぱ よ
く な い。 民 両 な どの積 極 性 を十 分 に 発揮 さ せ る こ と も必 要 で あ る。 尚i 出国
の 手 続 き に必 要 な費 用 は最 小 限 に と ど め ら れ るべ きで あ り,又, 悪 質 なブ ロ ー
カ ー の暗 躍 を 防 ぐ た め の手 立 て が と ら れ な け れ ば な ら ない の は言 う まで もな
いで あ ろ う。
もちろ ん ，余 剰 労 働 力 の 解 決, 労 務 輸 出 の 拡 大 は，各 国 の具 体 的 な情 況（例
えば 日本 の よ う に熟練 し た専 門 職 の 人 員 し か受 け 入 れ な い とい う状 況 ） に応
じ た措 置 が 取 ら れな け れば な ら な い。 そ うす れ ば， わが 国 の労 働 輸 出 は長 期
的 に安定 し続 け る と保 証 さ れ るで あ ろ う。
労 働 輸 出 先 で あ る 日本 を例 とし て分 析 し て 見 よ う。 現 在， 日本 の 経 済 の 高
度 成 長 に よ っ て， 国 民 の生 活 はハ イ ・ レ ベ ル に 高 まっ て来 て い る。 熟練 技 術
の 要 求 が低 く， 仕 事 が きつ い， 危 い とい う所 謂 三K と呼 ば れ る産 業 で は， 人
が 集 め ら れ な い ので ， 人 手 不 足 を 引 き起 し て い る。 特 に， 深 刻 な 人 手 不足 に
悩 ん で い る中 小 零 細 企業 は， すで に七 社 に一 社 が 外 国 人 労 働 者 を 雇 用 七， し
か も， 約 七 割 は 在 留 資 格 に違反 し た 不 法 就 労 とい う実 態 で あ る。 その 実 態 に
つ い ての 調 査 に よ る と， 八 八年 に 日本 に 入 国 し た外 国 人 の 数 は約 二 四一 万 人
で あ るが， 翌 八 九年 に は， 上 半 期 だ けで も， 約 一 三 八 万 人 で あ り， 増 加 傾向
にあ る。 こ の う ち， 日本 で の経 済 活 動 が 認 め ら れ て， 入 国 す る外 国 人 は約 三
分 の 一程 度 で あ り， 就 労 資 格 を持 つ 者 は さ ら に 少 な い。 他 方， 就 労 資 格 が な
い の に就 労 し た として摘 発 さ れ た 「不 法 就 労 外 国 人 」 の 数 は， 八 八年 で 一 万
四 千 三 百 十 一 人 で あ り， 年 々 増 大 す る傾 向 にあ る。 さ ら に， 摘 発 を 免 れ て存
在 す る「不 法 就 労 外 国 人 」 は十 万 人 を超 え る と考 え ら れ て い る。 東 京の 街 を
歩 い てい る とブ ル ー カ ラ ー風 の外 国 人 に よ く出 会 う。 こ れ らの 人 た ちは建 設
現 場 や工 場 で 単 純 労 働 とし て 雇 用 さ れ て い るヶ － ス が ほ とん どで あ る。 日本
人 が 嫌 が る作 業 を， こ れ ら の外 国 人 労 働 者 が 行 な っ て い る。 こ の よ うに外 国
人 労働 者 の 受 け入 れ に対 し て, 前向 き な姿 勢 が 強 まっ て き た背 景 に は建 設ブ ー
ム に 象徴 さ れ る 日本 の労 働 者 不 足 の 問 題 が 存 在 す る。 ま た， 将 来 的 には社 会
の 高 齢化 が 進 み， 単純 労 働 者 が 不 足 す る とい う危 惧 も強 い。 一 方 で は， 日 本
政 府 は， 不 法 就 労 につ い て， 入 国 管 理 法 に よ る規 制 を 強化 し， い ず れ も， 適
正 なビザ を持 た ず に単純 労 働 作業 を し て い る不 法 就 労 者 には 厳 し く対 処 す る
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で もあ る。 こ れが 長 くっ づ けば わ が国 の 余剰 労 働 力 の利 用， 及 び 良 質 の 労 働
力 の 養成， 国 の 人 口圧 力 を軽 減 す るた め に も， 新 しい 道 を切 り開 く積 極 的 手
段 にな る と思 う。
以 上， 計 画 的 に労 働 力 を輸 出 し， さ まざ まな措 施 を取 るの は， 要 す るに，
中国 の労 働 力 を受 け 入 る側 の 国 内 情 勢 の 実際 と結 び付 け， 労 務 輸 出 を順 調 に
発展 させ るた めで あ る。 日本 政府 及 び国 民 に とっ て， 困 っ た 外 国 か ら の侵 入
者 と見 なさ れ る こ とな く， わが 国 と日 本 との相 互 の 利 益 ， 発 展 を望 む な ら，


























































し か し，す べ て の事 物 の存 在 と発 展 に は，一 定 の 限 りが あ るは ず だ と思 う。
特 殊 な技 術 や技 能 が あ ま り要 求 さ れ な い職 種 に お い て は労 働 力 の 吸 収 率 は 高
く な るが， その 度 合 が 高 くな れば な る ほ ど技 術 の進 歩 に対 す る排 斥 力 も大 き
くな る とい う傾 向 が あ る。 従 っ て， その こ とを十 分 に認 識 し な け れば な ら な
い 。 企業 技 術 の 進 歩 に拍 車 を か け る に は， 労 働 者 の 知 恵 を存 分 に発 揮 し， 現
在 い る労 働 者 全 体 の 素 質 の 改 善 が 肝 要 で， 企 業 経 営 管 理 レ ベ ル の 向 上 ， 改 善
な ど と合 わ せ て， 熟 慮 さ れ るべ きで あ ろ う。
(5) 教育と就職
科学技術が発展し，生産力が増大するにつれて，教育は経済の発展においT,
ますます重要な役割を果すようになってきた。教育そのものの役割は，
主に労働力の質を向上させることによって，就労に対する積極的影響を与え
ることである。
労働力の数量 と労働力の質 というのは，二つ異なる概念である。労働力の
数量は働ける年齢にある労働者の数を指し，労働者の質は経済学の見方でぃ
うところの所謂労働者の教育レベルとどの程度の技術を有するかということ
を指す。普通，言われる労働資源 というのは，労働力の数，質 とも含むもの
である。一つの国の労働力の総資源はその国の労働者の数と労働者の平均技
術レベルの乗積に等しいと考える。現在，中国の労働力の数は大変多いが，
労働力の質は決して優れているとは言えない。産業，交通関係部門の調査に
よると，八十パーセントの従業員は中学校以下の教育レベルにしか達してい
ないということ，広はんな農業人口は，義務教育が普及しないため，教育レ
ベルはもっ と低いという。以上のような状況から，幅広く労働力の質を高め
さえすることができれば，中国の労働力の数の多さという潜在的な優位性が
現実の優位を実現することが可能になり，わが国は世界での経済競争におけ
る強大な労働力資源をもつと誇れることになるだろう。要するに，労働力の
質を高めるには，教育を発展させなければならない。
科学が進歩し，生産力が発展している今日では，生産過程での労働者に対
する要求がますます高まって来ている。もし，労働力が職業に応じた教養，
技術レベルを持だなければ現代化された生産資料と結びっくことができず，
就職においても，当然不利になるのもやむを得ない。だからこそ，教育は経
済の発展と就職の拡大に対して，極めて，大きな役割を果していることを忘
180
れてはならないのである。
わが国の就職の問題の解決 と労働力資源の開発を考えると,教育によって，
労働力の質を高め，就職の主観条件を創造することは非常に大切なことだ と
思われる。目下，わが国の「待業」 となる者の教育レベルは低いし，数多く
の人々ぱ専門技術を持だない。これらの事実は就職の解決に対して，大きな
困難 となるものである。数多くの余剰労働力は活用されず，皮肉なことに，
多くの仕事にふさわしい労働力は得られないのである。これはわが国では，
極く普通に存在している難問である。これを克服するには，教育の発展以外
に道はない。
就職の問題を解決するには，幅広く労働者の教育レペルを高めるほか，労
働力の構造が経済構造と対応しなければならない。例えば，現在大都会と坤
小都市の労働力の間には，また，各各の異なる業種の間にぱどのぐらい教育
や技術レベルに差があるのか，労働力総数の中で熟練労働力と未熟練労働力
の占める比率はどのぐらいかが先ず，正確に把握されなければならない。ま
た，教育の構造を新しい経済構造に適応させ，教育制度を就職制度に適応さ
せなければならない。目下，中国経済を発展に結びつけるために，教育の改
革の面ではやらなければならないことは山ほど多い。 その中で，一番迫られ
ていることは，就職の問題の解決及び，有数的に労働力を活用することであ
る。近代化建設にぱ高級技術者や専門家も必要だが， それを支える大量の初
級の技術者が必要だからてこ
となる人材である。日本の場合も，明治以後,普通科の中学校と並行して,農業，
商業,工業など実際にすぐ役立つ人材を養成する，いわゆる実業学校がたくさ
んできた。ニの人たちは日本の技術の向上及び発展の先頭‘ニ立って,活躍した。
現在，我が国の中学は初級が三年で，これは日本の中学にあたり，義務教
育であ 乱 そして，高級が三年で，これは日本の高等学校に相当する。しか
し，中等専門学校と農業中高等学校の生徒数を合わせて，普通科の中高等学
校の生徒数のわずか九パーセント足らずにすぎない。こうした職業中等学校
の生徒の教育全体に占る割合が,教育施策のウィークポイントとされて来た。
現在，中高等学校における職業教育の振興に重点を置き，一日も早く中等
教育制度を改革し，職業技術の教育の比重を増し，数多くの職業技術学校を
つくることに多大の努力を注げば，我が国の技術の底辺をレベルアップする
のに大きな敗果を上げるだろうと思う。
〔上海工業大学講師〕
